
１　総括

⑴　人件費の状況（普通会計決算）

⑵　職員給与費の状況（普通会計決算）

①

※　給与費及び職員数に事業費支弁職員及び再任用短時間職員分を含みます。

    及び平成23年4月1日現在の一般会計の再任用短時間職員の合計です。

②

※　①②ともに給与費には再任用短時間職員分を含んでおります。

⑶　ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

※　人件費には、職員のほか、市長や副市長などの特別職に支払う給料や手当、恩給、市議会議員や各種委員会の委員に
　支払う報酬なども含まれています。

平成22年度の人件費率

22.4%
平　成
23年度

349,822人 23,929,966千円76,999千円106,967,168千円 23.2%

はじめに

　本市では、国・府準拠を基本とする全面的な給与制度改革を平成24年（2012年）1月1日に実施しました。同時に、期間
を定めた部長級△12.5％～係員△3.0％の役職段階別の給料カットも実施しております。

Ⓐ Ⓑ

吹田市の給与・定員管理等について

Ⓑ／Ⓐ

人　件　費　率
区　分

歳　出　額　

（平成23年度末）

住民基本台帳人口 （参考）人　件　費実　質　収　支

※　「ラスパイレス指数」とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。

区分
職員数 給　　　与　　　費

平　成
23年度

一人当たり給与費

期末・勤勉手当

3,732,339千円 16,134,133千円 6,467千円
平　成
23年度

2,495人 9,240,565千円

職員手当

Ⓑ／Ⓐ
区分

職員数 給　　　与　　　費

計　　ⒷⒶ 給　 料

※　職員数は、「平成23年地方公務員給与実態調査」の調査票「01職員数に関する調」の普通会計関係の職員数の合計、

※　「参考値」は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定特例法による措置が無いとした場合の値です。

2,312人

※　職員手当は、扶養手当、通勤手当、住居手当、時間外勤務手当、管理職手当などで、退職手当を含みません。

※　「類似団体平均」とは、吹田市と人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

職員手当

3,161,229千円

期末・勤勉手当

3,732,339千円

計　　Ⓑ

16,134,133千円3,161,229千円 6,530千円6,978千円

一人当たり給与費 （参考）特例市平均

一人当たり給与費Ⓑ／Ⓐ

　　①の職員数には再任用短時間職員を含んでおりますが、②には含んでおりません。

Ⓐ

9,240,565千円
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２　一般行政職給料表の状況（平成24年4月1日現在）
（単位：円）

（注）上記の給料月額から、平成24年（2012年）1月1日から平成26年（2014年）3月31日まで役職段階別の給料カットを実施中です。

３　職員の平均給与月額、初任給等の状況

⑴　職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成24年4月1日現在）

①  一般行政職

②  技能労務職

413,000

424,600

366,200 320,600

6,174,275 円

5,623,893 円

6,079,515 円

吹　　田　　市

区 　　　　 分

公　務　員 民　間

―

うち自動車運転手

353,300 円

　270,465　円
（285,030）円

―

―

―187人

297,503 円

7人

42.4歳

50.7歳

―3,479人

―

407,402 円

392,420 円328,086 円

区 　　　　 分

類　似　団　体

吹　　田　　市

うち清掃職員

43.2歳

76人

大　　阪　　府 312,343 円

国
　304,944　円
（329,917）円

43.4歳

42.6歳

公　　務　　員

381,124 円

平均年齢 職員数

460,306 円

330,972 円 420,872 円

平均給料月額

249人

58人

274,800 円55.7歳

類　似　団　体 324,324 円46.8歳

国 49.7歳

大   阪   府

46.9歳

うち自動車運転手

49.2歳

405,047 円

うち給食調理員 347,513 円

うち用務員

区 　　　　 分

最高号給の
給料月額

466,700

540,300

吹　　田　　市

１号給の
給料月額

７級３級 ４級 ５級

42.4歳 324,980 円

353,368 円

40.8歳

415,763 円

291,243 円

64人43.3歳

42.8歳

454,088 円

廃棄物処理業
従業員

対応する民間
の類似職種

―

307,222 円

386,538 円

370,455 円

平均給与月額
Ⓐ

305,063 円

412,563 円

平均給与月額
Ⓑ

平均年齢

53.5歳

288,200 円

41.5歳

44.7歳

―

270,300 円

―

206,600 円

うち清掃職員

222,900

480,500 390,100

平均給与月額
(国ベース）

平均給与月額平均給料月額

458,400 356,400

135,600

部長級

平均年齢

6,524,551 円 ―

うち給食調理員

その他
（学校校務員等）

3,632,000 円

3,560,500 円

うち用務員

その他
（学校校務員等）

6,529,737 円

―

―

年収ベース（試算値）の比較

参　　考

　307,506　円
（323,181）円

363,059 円387,178 円

―

自家用乗用自
動車運転者

―

民　　　　間

平均給与月額
（国ベース）

309,200

408,019 円

2,861,400 円

―

355,228 円

364,392 円

用務員

調理士

3,989,200 円

7,331,591 円

※　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当の額を
　合計したものです。（地方公務員給与実態調査より）
　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等が含まれていないこと
　から、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。
　　国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額（国ベース）」の括弧書きは、給与改定特例法による措置がないとした
　場合の値（減額前）です。

―― ―

※　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成21年～23年の３ヶ年平均）
※　技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の諸条件が完全に一致しているものではありませ
　ん。
※　年収ベースの「公務員」及び「民間」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前年度に支給さ
　れた期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

799人

44人

係員

261,900

―
　372,906　円
（401,789）円

366,724 円

381,157 円

351,219 円

386,923 円

係長級 主任

１級 ２級 ６級

次長級 課長代理級課長級

参　　考

Ⓐ／Ⓑ

303,506 円

―

1.43

1.30

1.84

1.68

―

―

―

―



◆　技能労務職員の給与等の見直しに向けた取組方針

　(1)　基本的な考え方

　(2)　具体的な取組内容
ア 給与

イ その他

③　教育職（幼稚園教諭）

④　医療技術職（栄養士等）

　地方公共団体の技能労務職員の給与については、職務内容等が同種又は類似している民間事業の従事者と比較して、高額ではないかとの
指摘や批判があるところです。本市においても、以前より技能労務職員を含めた職員数の削減に取り組んできました。また、平成24年1月1
日実施の給与制度改革では、技能労務職の給与制度においても、給料表の最高到達額を類似職種である国家公務員行政職俸給表（二）の水
準まで引き下げるとともに、3.5％～3％の期間を定めた特例減額、諸手当の見直し等を実施しています。

318,847 円

―

43.7歳

―

―

―国 ―

平均給料月額

323,810 円

411,392 円334,265 円

大   阪   府 390,521 円

44.0歳

41.6歳

区 　　　　 分

　職員数については、平成19年度（2007年度）末以降、多くの職員が定年退職を迎え再任用職員になるなど、職員の構成が大きく変化しま
すので、職員体制再構築計画に基づき、平成24年度（2012年度）以降も引き続き職員数の削減に取り組みます。
　職員数の削減により給与総額の抑制に努めるとともに、給与については国、府及び近隣各市等との均衡を基本として、その都度必要な見
直しを行っています。今後においても適正な給与制度の運用を進めます。

（ｱ）技能職労務職給料表を類似職種である国家公務員行政職俸給表（二）と同水準とする引下げの実施。
（ｲ）期間を定めた総括主任級△3.5％～係員△3.0％の役職段階別の給与減額の実施。
（ｳ）採用後の昇給調整（2号給）の廃止
（ｴ）期末・勤勉手当の役職加算制度の見直し
（ｵ）高齢職員の昇給抑制年齢の引下げ
（ｶ）特殊勤務手当の見直し
（ｷ）住居手当の一律加算の廃止
（ｸ）通勤手当の支給上限の設定

（ｵ）その他
①スポーツグラウンドに指定管理者制度を導入（平成20年4月）

401,283 円

322,661 円 374,910 円類　似　団　体 41.2歳

平均給与月額

平均給与月額

（ｴ）職員の配置
①環境管理センターにおける感染症予防事業及び衛生害虫等駆除事業の作業部門の民間委託に伴い、衛生職員を一般事務、その他の技能労
務職（土木職員、印刷員、清掃職員、校務員）に職種変更のうえ、削減。また、自動車運転手を削減。（平成20年4月）
②スポーツグラウンドへの指定管理者制度導入に伴い、グラウンド管理員を削減（平成20年4月）
③市民病院救急外来受付業務の民間委託に伴い、一般事務補助員を一般事務に職種変更のうえ、削減（平成21年4月）
④市立幼稚園における校務員業務の民間委託拡大に伴い、校務員を削減（平成21年7月）
⑤市民病院給食調理業務の民間委託に伴い、委託業者の監督業務にあたる職員を除く、給食調理員を削減（平成21年9月）
⑥資源循環ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰにおける夜間運転業務の民間委託に伴い、機器操作員を一般事務又は一般技術に職種変更のうえ、削減(平成21年12月
～平成22年4月）
⑦事業課におけるごみ収集業務の民間委託拡大に伴い、自動車運転手を削減（平成22年4月）
⑧電話交換業務における職員配置を順次非常勤化することに伴い、電話交換手を削減（平成22年4月、平成23年4月）
⑨事業課におけるごみ収集業務の民間委託拡大に伴い、自動車運転手を削減（平成23年4月）
⑩出張所における用務員業務の臨時雇用員化に伴い、用務員を一般事務に職種変更のうえ、削減（平成23年4月）
⑪専属印刷員による庁内印刷から、原課職員が自ら庁内印刷をすることに伴い、印刷員を一般事務に職種変更のうえ、削減(平成24年4月)

（ｲ）民間委託（一部）
①市立幼稚園における校務員業務の委託拡大（平成21年7月）
②資源循環ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰにおける夜間運転業務の委託(平成22年3月26日)
③事業課のごみ収集業務の委託拡大（平成22年4月）
④事業課のごみ収集業務の委託拡大（平成23年4月）

（ｳ）定型業務の非常勤職員等での対応
①電話交換業務の非常勤化（平成22年4月～順次）
②出張所における用務員業務の臨時雇用員化（平成23年4月）

吹　　田　　市

平均給料月額平均年齢区 　　　　 分

吹　　田　　市

類　似　団　体 ―

平均年齢

平均給与月額
（国ベース）

（ｱ）民間委託（全部）
①感染症予防事業及び衛生害虫等駆除事業の作業部門の委託（平成20年4月）
②市民病院救急外来受付業務の委託（平成21年4月）
③市民病院給食調理業務の委託（平成21年9月）

371,033 円

―

―



⑤　看護師・保健師職

⑥　消防職

⑵　職員の初任給の状況（平成24年4月1日現在）

※　括弧書きは、減額措置前の額です。

⑶　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成24年4月1日現在）

302,247 円

吹　　田　　市

301,500 円

短　大　卒 260,100 円

247,520 円

大　学　卒 260,100 円

313,200 円

273,418 円246,667 円

―

平均給料月額平均年齢

平均年齢

390,983 円

平均給与月額

306,732 円

国 ―45.7歳
　298,203　円
（313,617）円

376,223 円37.8歳

39.6歳

297,285 円

大　学　卒

　140,165　円
（144,500）円

　173,436　円
（178,800）円

区　　　分 吹　田　市 大　阪　府

教育職
　171,884　円
（177,200）円

短　大　卒

40.5歳 304,423 円

区 　　　　 分

吹　　田　　市

平均給料月額

区 　　　　 分

類　似　団　体

経験年数10年

301,909 円

大　学　卒
　180,226　円
（185,800）円

　194,000　円
（200,000）円

　151,029　円
（155,700）円

　193,709　円
（199,700）円

―
高　校　卒

　167,034　円
（172,200）円

  技能職・
労務職

中　学　卒

　173,436　円
（178,800）円

大　学　卒
消防職

　187,016　円
（192,800）円

―

―

経験年数20年

367,200 円

高　校　卒

―

356,348 円

　151,029　円
（155,700）円

　144,530　円
（149,000）円

経験年数15年

―
　140,165　円
（144,500）円

―

―

―

―

―

312,818 円

315,100 円

241,200 円

313,600 円

256,400 円

―

大　学　卒

短　大　卒

　180,226　円
（185,800）円

消防職

267,400 円

265,696 円

区　　　         分

39.9歳

365,691 円

一般職（高卒）

一般行政職

一般職（大卒）一般行政職

高　校　卒

看護師・
保健師職

－

高　校　卒

　技能職・
労務職

大　学　卒

看護師・
保健師職

大　学　卒

高　校　卒

※　「平均給料月額」とは、平成24年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。
※　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当の額を
　合計したものです。（地方公務員給与実態調査より）
　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等が含まれていないこと
　から、　比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。
　　国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額（国ベース）」の括弧書きは、給与改定特例法による措置がないとした
　場合の値（減額前）です。

国

412,027 円

総合職（大卒）

　133,418　円
（140,100）円

　172,557　円
（181,200）円

　163,987　円
（172,200）円

―
　176,928　円
（182,400）円

平均給与月額
平均給与月額
（国ベース）

377,845 円

368,528 円

426,477 円

類　似　団　体 318,958 円

　326,642　円
（342,896）円

325,191 円

平均給与月額
（国ベース）



３　一般行政職の等級別職員数等の状況

⑴　一般行政職の等級別職員数の状況（平成24年4月1日現在）

      

※　平成24年に９等級制から７等級制に変更しています。(給料表の旧１等級を廃止、旧８等級及び旧９等級を新７等級に統合しました。）

○主任又はこれに相当するものの職務６　等　級

　所属長からの勤務成績の報告を得て、昇給の可否等の判断をしています。

11.73％145人

183人

○部長又はこれに相当するものの職務

○部次長、室長又はこれらに相当するものの職務

○課長代理又はこれに相当するものの職務

５　等　級

1.86％23人

職　員　数標準的な職務内容 構　成　比

12.54％155人○その他の職務

7.85％

○課長又はこれに相当するものの職務

97人

14.81％

21.52％

29.69％

266人

367人

※　「吹田市一般職の職員の給与に関する条例」に基づく給料表の等級区分による職員数です。
※　標準的な職務内容とは、それぞれの等級に該当する代表的な職務です。

区　　分

７　等　級

１　等　級

４　等　級

○主査又はこれに相当するものの職務

⑵　昇給への勤務成績の反映状況

３　等　級

２　等　級

７等級

12.5%

６等級

21.5%

６等級

24.1%
６等級

21.0%５等級

29.7%

５等級

14.5% ５等級

15.7%

４等級

14.8%

４等級

11.7%
４等級

14.2%

３等級

11.7%

３等級

8.3%
３等級

8.6%

２等級

7.8%

２等級

1.5%
２等級

2.8%１等級

1.9%

１等級

0.5%
１等級

0.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成２４年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比

９等級

1.9%

９等級

2.2%

８等級

19.9%

８等級

18.5%７等級

12.5%

７等級

18.4%
７等級

16.4%６等級

21.5%

６等級

24.1% ６等級

21.0%

５等級

29.7%

５等級

14.5% ５等級

15.7%

４等級

14.8%

４等級

11.7%
４等級

14.2%

３等級

11.7%

３等級

8.3%
３等級

8.6%

２等級

7.8%

２等級

1.5%
２等級

2.8%

１等級

1.9%
１等級

0.5%

１等級

0.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成２４年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比



４　職員の手当の状況

⑴　期末手当・勤勉手当

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職務の等級による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　　　3～20％ ・役職加算　　　 ・役職加算　　　

※　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

⑵　退職手当（平成24年4月1日現在）

　（支給率）　　　　　 　（支給率）　　　　　 

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

○定年前早期退職特例措置　給料月額に2～20％加算 ○定年前早期退職特例措置　給料月額に2～20％加算

１人当たり平均支給額　　　　 千円

※　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成23年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

⑶　地域手当（平成24年4月1日現在）

1.35月分

勤勉手当期末手当

（1.45）月分

1.35月分

（1.45）月分

2.60月分

5～20％

10～25％

勤勉手当

2.60月分   1.35月分

（0.65）月分

期末手当

勧奨・定年

国

・管理職加算10～25％

　懲戒処分を受けた職員については、支給割合を減じて支給しています。

・管理職加算

吹　　　　　　　　　田　　　　　　　　　市

自己都合自己都合 勧奨・定年

23.50

47.50

国の制度（支給率）

33.50

30.55 30.55勤続２０年

59.28

1,496千円

（平成23年度支給割合）

勤勉手当期末手当

国

1人当たり平均支給額（平成23年度）
―

（平成23年度支給割合） （平成23年度支給割合）

41.34

59.28

支給職員１人当たり平均支給年額
（平成23年度決算）

最高限度額

支給実績（平成23年度決算）

59.28

12％

21,916

1,177,103 千円

471,785 円

勤続２５年 勤続２５年41.34

支給対象職員数支給率

33.50

勤続３５年勤続３５年

23.50

最高限度額59.2859.28

59.2847.50

2,495人 12％

勤続２０年

1人当たり平均支給額（平成23年度）

吹　　　田　　　市 大　　　阪　　　府

1,611千円

2.60月分

5～20％

（1.45）月分 （0.65）月分 （0.65）月分



⑷　特殊勤務手当（平成24年4月1日現在）

千円

　円

　％

市税徴収手当

1　件数割

　現年度分 　 1件　　5円　

　滞納繰越分　1件 　20円　

2  差押え　　 1件　300円

3  金額割

　現年度分　　徴収金額（月額）1/1,000

　滞納繰越分  徴収金額（月額）3/1,000

　延滞金分　  徴収金額（月額）20/1,000

1　件数割

　現年度分     1件　　1円　

　滞納繰越分 　1件  　3円　

2  差押執行後物件引上げまで

  差押え    　 1件 　50円

  物件引上げ 　1件  100円

　現年度分　　徴収金額（月額）　4/1,000

　滞納繰越分  徴収金額（月額） 10/1,000

日額　640円　

日額　200円　

日額　180円　

1時間  190円

日額　 110円　

1件  450円

隔日の勤務　 　1当務  280円

消防用特殊車両で緊急出動したとき 上記以外の勤務　日額  140円

1回  60円

潜水作業手当

救急救命士業務手当

月額  1,250円

1時間 260円

徴収手当は、月額は30,000円を限度とする。

市税、国民健康保険料又は下水道事業受益
者負担金の徴収業務に従事したとき

徴収手当は、月額は30,000円を限度とする。

国民健康保険及び下水道事業受益者
負担金徴収手当

3  金額割

月額  10,000円

左記職員に対する支給単価

隔日の勤務   　1当務  130円
上記以外の勤務　日額　 65円

隔日の勤務　   1当務　130円
上記以外の勤務　日額 　65円

支給実績（平成23年度決算）

9

道路・公園施設現場作業従事
職員

資源循環エネルギーセンター・破砕選別工
場のホッパー室内等の清掃作業・ダクト搬
出作業に従事したとき

救急救命士として救急業務に従事した
とき

潜水装備を着し救助作業･訓練に従事した
とき

高所作業手当
はしご車等を使用して高所（10m以上
に限る）において消防作業・訓練及び
救助作業･訓練に従事したとき

小・中学校･幼稚園現場作業
従事職員

行旅病人・精神障害者救護業務
従事職員

塵芥収集作業従事職員

手当の種類（手当数）

終末処理場の現場作業に従事したとき

道路・公園施設の維持若しくは補修作
業に従事したとき

学校・幼稚園の清掃等の作業に従事し
たとき

手当の名称

消防職員

下水処理場の沈殿槽等での汚水,汚泥、
砂泥の浚渫搬出作業等に従事したとき

支給職員１人当たり平均支給年額（平成23年度決算）

当該業務に従事したとき

機関業務手当

当該業務従事職員

終末処理場現場作業従事職員

市税等徴収業務特殊勤務
手当

塵芥の収集作業に従事したとき

救急業務手当
傷病人の搬送業務で消防長の定めた
職員が出動したとき

166,534

社会福祉主事発令を受けた
職員

法令に基づく公の保護その他の措置の
実施に関し、家庭訪問による調査又は
指導業務に従事したとき

支給対象業務

63.6

262,791

行旅病人又は精神障害
者の救護業務特殊勤務
手当

現場作業特殊勤務手当

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成23年度）

社会福祉事務特殊勤務
手当

消防職員特殊勤務手当

支給対象職員



即日開票事務に従事したとき

翌日開票事務に従事したとき 日額  6,000円

主任手当（投票事務に限る） 3,000円

日額  1,040円

1回　　450円

月額  2,000円

⑸　時間外勤務手当

⑹　その他の手当（平成24年4月1日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

住居手当

内容及び支給単価

扶養手当

手　当　名

正規の勤務時間として深夜勤務
に従事する職員

法律の規定により任命された主
任技術者

通勤手当

1日  37,300円（但し、投票所設営に従事
したときは3,800円加算）

○配偶者　　　　　      　               13,000円
○配偶者以外の扶養親族              　 　 6,000円
○職員に扶養親族でない配偶者がある場合
　　扶養親族のうち１人　                  6,500円
○配偶者がない場合の扶養親族のうち１人　 11,000円
○１６～２２歳の子に加算　              　5,000円

同じ

同じ

○部長（議事説明員等）93,000円
○部　長　83,000円
○理事（議事説明員等）81,000円
○理　事  71,000円
○部次長　69,000円
○室長級　66,000円
○課長級　60,000円
○課長代理級　47,000円（平成24年1月～）

○祝日、年末年始の休日に勤務したときに支給

○電車などの交通機関を利用する場合
　　６箇月定期券額を年２回支給
○乗用車などを使用する場合
　　通勤距離に応じて月額24,500円を限度に支給
　※支給額の上限は月額55,000円

主任技術者等特殊勤務
手当

正規の勤務時間が深夜の一部又は全部を含
む勤務に従事したとき

支給実績（平成22年度決算）

選挙事務従事職員
開票準備事務及び即日開票事務に従事した
とき

投票事務に従事したとき

災害が発生し、又は発生する恐れがある場
合に屋外において現場作業に従事したとき

国の制
度との
異　同

○借家の場合
　　家賃の額に応じて27,000円を限度に支給
　※平成26年3月31日まで経過措置あり

夜間勤務手当 同じ

○正規の勤務時間として、午後10時から午前
　5時までの間に勤務する職員に対して、勤務
　1時間につき、勤務１時間当たりの給与額の
　25/100を支給

休日勤務手当

管理職手当 484,261296,368

災害現場出動特殊勤務
手当

257,823

国の制度と異なる内容

577,067 千円

567,878 千円

支給実績（平成23年度決算）

334 千円支給職員１人当たり平均支給年額（平成22年度決算）

支給実績

1日  3,000円（但し、午後10時から翌日
の午前9時までの間に勤務したときは30分
単位で1,900円を加算）

災害現場作業従事職員

194,540

夜間業務特殊勤務手当

330 千円支給職員１人当たり平均支給年額（平成23年度決算）

異なる

351,790

支給職員１人
当たり

平均支給年額

217,940

勤務時間 2時間以上7時間未満　300円
勤務時間 2時間未満　240円

（平成23年度決算）（平成23年度決算）

1日  6,000円（但し、午後10時から翌日
の午前9時までの間に勤務したときは30分
単位で1,900円を加算）

227,066

207,934

123,978

同じ 98,267

同じ

40,248

959 137,000○１回につき5,100円 異なる

10,867

○１回につき
   4,200円

宿日直手当

選挙事務特殊勤務手当



５　特別職の報酬等の状況（平成24年4月1日現在）

円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円
円

円
円

６　職員数の状況（平成24年4月1日現在）

⑴　部門別職員数の状況と主な増減理由

[      0 ］

0
（18,547,200）

平成23年

対前年
増減数

209

110

＜参考＞
人口１万人当たりの職員数63.58人
（類似団体の人口１万人当たりの職員数62.82人）

市 　 長

466,000

事務の統廃合縮小

欠員不補充、事務の統廃合縮小

事務の統廃合縮小

欠員不補充、事務の統廃合縮小

770,000

副 市 長

商 工

　　　　（算定方式）

民 生 648

650,000

主な増減理由

円
円 498,500

（参考）類似団体における最高／最低額

市    長

副 市 長

議    長

　　　　　　　　　　区　　分

部　　門

退
職
手
当

期
末
手
当

給料月額×在職月数×58/100×5/10
（給料月額×在職月数×58/100）

支給しない
（給料月額×在職月数×42/100）

3.90月分

議    員

欠員不補充、事務の統廃合縮小

＜参考＞
人口１万人当たりの職員数42.77人
（類似団体の人口１万人当たりの職員数44.12人）

[ 3,781 ］
合　　計

＜参考＞
人口１万人当たりの職員数86.31人

3,0193,124

[ 3,781 ］

　（１期の手当額）

14,616,000
（29,232,000）

（平成23年度支給割合）

欠員不補充、事務の民間等委託、事務の統廃合縮小

欠員不補充

病　　　院

小　　　計

欠員補充、業務増

126

そ　の　他

水　　　道

欠員不補充、事務の統廃合縮小

平成24年

（平成23年度支給割合）

業務増

▲ 3107

▲ 1

▲ 10

（各年4月1日現在）

（任期毎）

438,800

650,000

（支給時期）

3.90月分

事務の統廃合縮小

欠員不補充、事務の統廃合縮小633

欠員不補充、事務の統廃合縮小

950,000

740,000

700,000

▲ 27307

（任期毎）

1

※　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。
※　［　　］内は、条例定数の合計です。

▲ 16 -

97

811

670,000

▲ 4

▲ 15

480

▲ 10

4

▲ 57

給　料　月　額　等

▲ 89

▲ 2

▲ 29

▲ 3

1,496

職 員 数

5

17

1,553

0

14

0

5

消　防　部　門

2,224

318

18

税 務

439

2,313

334

5

　公
　営会
　企計
　業部
　等門

計

教　育　部　門

小　　　　　計

下　水　道

136

102

普

通

会

計

部

門

▲ 105

210

410

一

般

行

政

部

門

720,000

199

208

5

副 議 長

土 木

議 会

副 市 長

副 議 長

市    長

476

総 務

321

15

労 働

衛 生

農 林 水 産

527,400

1,130,000

報
　
酬

議    長

735,000
（1,050,000）

846,400
（920,000）

議    員

区　　　分

給
　
料

93

▲ 6

※　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）勤めた場合における退職
　手当の見込額です。
※　市長などの特別職の給料と市議会議員の報酬は、学識経験者や各種団体の代表者で審議され、市議会の議決を経て決まります。
※　括弧書きは減額措置前です。

96

795



⑵　年齢別職員構成の状況（平成24年4月1日現在）

308

（各年４月１日現在）

9

以上

～

51歳

計

59歳

人人

27歳 31歳

人人人

20歳 56歳24歳

区　分

47歳

48歳 52歳20歳

～ ～

職員数

１９年

人

1

一般行政

教育

64

消防

2,569

825

332

2,540

公営企業等会計計

総合計

普通会計計

860

318321

439

894

3,429

524

795

2,356

860 811

人

270

～

357

327

2,424

２３年

1,553

2,2242,313

～～

35歳

～

55歳

60歳32歳

人

未満 23歳

過去５年間
の増減数（率）

410

２４年

(▲21.8%)

▲ 217

43歳

3,0193,1243,434 3,284

※　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。

▲ 410 (▲12.0%)

⑶　職員数の推移

351

人

～～

329

人

44歳

364

36歳

人

395370

39歳

～

人

　　　　　　　　　年　　度

　部　門　別
２０年

459

3,181

1,5691,614

328

２２年

332

1,698

483

２１年

28歳

510

人

1,713

40歳

200

(▲13.4%)

▲ 65

▲ 345

(▲4.2%)▲ 14

(▲12.7%)

3,018

▲ 114

1,496

(▲7.6%)
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７　公営企業職員の状況

⑴　水道事業

①　職員給与費の状況

決算

※　職員手当は、扶養手当、通勤手当、住居手当、時間外勤務手当、管理職手当などで、退職手当、子ども手当等を含みません。

※　職員数は、平成23年3月31日現在の人数です。

②　職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成24年4月1日現在）

※　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

ア　期末手当・勤勉手当

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職務の等級等による加算措置 職務の等級等による加算措置

・役職加算　　　 ・役職加算　　　

イ　退職手当（平成24年4月1日現在）

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

○定年前早期退職特例措置　給料月額に2～20％加算 ○定年前早期退職特例措置　給料月額に2～20％加算

１人当たり平均支給額　　　　 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円

※　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成23年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

ウ　地域手当（平成24年4月1日現在）

21,916

62.9歳

支給率

勤続３５年

市内全域 12.0%

支給対象地域

59.28

支給職員１人当たり平均支給年額（平成23年度決算）

59.28最高限度額

134人

支給対象職員数

勤続２５年

　　（支給率）　　　　 自己都合 　　 　　 勧奨・定年

期末手当

（1.45）月分

41.34

2.60月分

22,776

支給実績（平成23年度決算）

12.0%

30.55

47.50

33.50

59.28

1,167,983 円

1.35月分

17.3%

（参考）
平成22年度の総費用に占め

る職員給与費比率Ⓑ

15.5%

Ⓑ／Ⓐ

区　分
純損益又は
実質収支

総　費　用

Ⓐ

総費用に占める
職員給与費比率

企　　　　　　業　　　　　　職

23.50

企　　　　　　　　業　　　　　　　　職

勤勉手当

（平成23年度支給割合）

勤続２０年

1人当たり平均支給額（平成23年度）

吹　田　市　（一般行政職）

929,671 千円
平　成
23年度

区分

531,499 千円 224,120 千円

給　　　与　　　費

6,004,706 千円 266,511 千円

59.28

（1.45）月分 （0.65）月分

2.60月分 1.35月分

勤続２０年

59.28

30.55

3～20％

期末手当

（平成23年度支給割合）

Ⓐ 一人当たり給与費

134人
平　成
23年度

職員数

職員給与費

6,350千円

（0.65）月分

3～20％

吹　　　　　　　　　田　　　　　　　　　市

41.34

　　（支給率）　　　　 自己都合 　　 　　 勧奨・定年

1,496千円

528,316 円

平均月収額

358,043 円

569,875 円

517,007円

59.28

1人当たり平均支給額（平成23年度）

基本給

勤勉手当

一般行政職の制度（支給率）

最高限度額

69,279千円

勤続２５年

勤続３５年

33.50

47.50

吹 田 市 43.0歳

平均年齢

事 業 者

市 町 村 平 均

区　　分

1,579千円

23.50

計　　Ⓑ

（参考）特例市平均

929,671 千円

 ③　職員の手当の状況

45.4歳

379,987 円

給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

一人当たり給与費

Ⓑ／Ⓐ

6,938 千円174,052 千円



エ　特殊勤務手当（平成24年4月1日現在）

千円

　円

　％

月額  2,000円

1回  800円

オ　時間外勤務手当

支給職員１人当たり平均支給年額（平成23年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成22年度決算）

※　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

検針、量水器取替、給配水管工
事、給配水施設維持管理及び浄
配水施設維持管理作業従事職員

停水処分従事職員

支給実績（平成23年度決算）

支給実績（平成22年度決算）

滞納整理手当 滞納整理従事職員

32,996千円

311千円

27,315千円

297千円

滞納整理のため出張し業務に従事したとき

停水処分に従事したとき停水処分手当

突発事故呼出手当
突発事故等により緊急呼出を受
け勤務した職員

特殊車両機械操作作業従事職員

災害現場出動手当 災害現場作業従事職員

法律の規定により任命された主
任技術者

現場作業手当

日額  250円
閉開栓作業1回につき  70円

日額  230円

日額  1,040円

日額  150円

主任技術者等手当

支給対象職員手当の名称

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成23年度）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成23年度決算）

手当の種類（手当数）

支給実績（平成23年度決算）

災害が発生し、又は発生する恐れがある場
合に屋外において現場作業に従事したとき

14,695

突発事故等により緊急呼出を受け作業に従
事したとき

145,495

公道上で特殊車両機械を操作し作業に従事
したとき

検針、量水器取替、給配水管工事、給配水
施設維持管理及び浄配水施設維持管理に伴
う現場作業に従事したとき

6

75.4

1件  20円

支給対象業務 左記職員に対する支給単価



カ　その他の手当（平成24年4月1日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

住居手当

管理職手当

○祝日、年末年始の休日に勤務したときに支給

（平成23年度決算）

同じ

同じ

異なる

同じ

20,522

353,839

○正規の勤務時間とし
て、午後10時から午前
５時までの間に勤務す
る職員に対して、勤務1
時間につき、勤務1時間
当たりの給与額の
25/100を支給

一 般 行
政 職 の
制度との
異　  同 （平成23年度決算）

427,643

13,311

158,4743,011

17,961

一般行政職の制度
と異なる内容

○借家の場合
　　家賃の額に応じて27,000円を限度に支給
　※平成26年3月31日まで経過措置あり

内容及び支給単価手　当　名

扶養手当

0　

夜間勤務手当

同じ 0

0 0

○所定の勤務時間として、又は所定の勤務時間外
　において、午後10時から午前5時までの間に勤務
　する職員に対して、1時間につき、勤務1時間当
　たりの給与額の25/100を支給

宿日直手当 ○１回につき5,100円

休日勤務手当

通勤手当

○電車などの交通機関を利用する場合
　　６箇月定期券額を年２回支給
○乗用車などを使用する場合
　　通勤距離に応じて月額24,500円を限度に支給
　※支給額の上限は月額55,000円

○配偶者　　　　　      　               13,000円
○配偶者以外の扶養親族              　 　 6,000円
○職員に扶養親族でない配偶者がある場合
　　扶養親族のうち１人　                  6,500円
○配偶者がない場合の扶養親族のうち１人　 11,000円
○１６～２２歳の子に加算　              　5,000円

10,969

同じ

同じ 241,435

105,643

支給実績
支給職員１人
当たり

平均支給年額

○部長（議事説明員等）93,000円
○部　長　83,000円
○理　事  71,000円
○部次長　69,000円
○室長級　66,000円
○課長級　60,000円
○課長代理級　47,000円（平成24年1月～）



⑵　病院事業

①　職員給与費の状況

決算

※　職員手当は、扶養手当、通勤手当、住居手当、時間外勤務手当、管理職手当などで、退職手当、子ども手当等を含みません。

※　職員数は、平成23年3月31日現在の人数です。

②　職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成24年4月1日現在）

※　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

③　職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職務の等級等による加算措置 職務の等級等による加算措置

・役職加算　　　 ・役職加算　　　

558,567 円

43.7歳 336,355 円 508,794 円

1,247,393 円

522,527 円

うち医師

343,093 円

562,284 円

74人

636,732 円

269,763 千円 111,708 千円

46.9歳

平均月収額

451,054 円

62人

38.2歳 286,872 円

平均年齢 基本給

44.1歳 566,896 円

39.8歳

純損益又は
実質収支

平　成
23年度

うち事務職員

その他

35人 128,934 千円 65,301 千円 52,433 千円

108,018 千円

288人

区　分
総　費　用

149,144 千円

405,623 千円

職員手当

市 町 村 平 均 40.2歳 326,212 円

うち事務職員

459人

Ⓐ

吹　田　市 1,744,644 千円

給　　　与　　　費

Ⓑ／Ⓐ

7,738 千円

1,374,783 円

区分

平　成
23年度

41.4歳

職員数

うち医師

うち看護師

620,686 円

区　　分

うち医師

うち事務職員

9,637,600 千円 460,739 千円

吹 田 市 41.4歳 373,518 円

Ⓐ

うち看護師

343,004 円

うち看護師

6,615 千円

16,318 千円

6,263 千円

計　　Ⓑ

3,551,521 千円

1,011,698 千円

1,803,666 千円

7,048 千円246,669 千円

489,488 千円

（平成23年度支給割合） （平成23年度支給割合）

1人当たり平均支給額（平成23年度）

事 業 者 62.1歳 1,167,903 円

1.35月分

（1.45）月分 （0.65）月分

2.60月分 1.35月分

（1.45）月分 （0.65）月分

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

3～20％ 3～20％

2.60月分

56.8%

（参考）
平成22年度の総費用に占め

る職員給与費比率Ⓑ Ⓑ／Ⓐ

職員給与費
総費用に占める
職員給与費比率

5,424,321 千円 56.3%

1,551千円

吹　田　市　（一般行政職）

1,496千円

1人当たり平均支給額（平成23年度）

企　　　　　　業　　　　　　職

397,453 千円

期末・勤勉手当

715,218 千円

一人当たり給与費

345,357 千円

1,000,590 千円

（参考）特例市平均

一人当たり給与費給　 料

―

64,747千円

16,520千円

5,416千円

6,080千円

1,091,659 千円

517,197 千円



イ　退職手当（平成24年4月1日現在）

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

○定年前早期退職特例措置　給料月額に2～20％加算 ○定年前早期退職特例措置　給料月額に2～20％加算

１人当たり平均支給額　　　　 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円

※　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成23年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

ウ　地域手当（平成24年4月1日現在）

エ　特殊勤務手当（平成24年4月1日現在）

千円

　円

　％

月額  2,000円

月額  1,040円

オ　時間外勤務手当

支給職員１人当たり平均支給年額（平成23年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成22年度決算）

※　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

災害現場出動手当

災害対策本部が設置された後に、重大な災
害が発生し、又は発生するおそれがある場
合に出動して非常災害対策業務に従事した
とき

災害現場出動職員

企　　　　　　　　業　　　　　　　　職 吹　　　　　　　　　田　　　　　　　　　市

41.34 勤続２５年

　　（支給率）　　　　 自己都合 　　 　　 勧奨・定年 　　（支給率）　　　　 自己都合 　　 　　 勧奨・定年

勤続２０年 23.50 30.55 勤続２０年 23.50

勤続３５年 47.50

59.28

30.55

33.50 41.34勤続２５年 33.50

最高限度額 59.28 59.28

59.28 勤続３５年 47.50 59.28

最高限度額59.28

4,079 21,916

支給職員１人当たり平均支給年額（平成23年度決算） 503,748円

支給実績（平成23年度決算） 236,008千円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

支給実績（平成23年度決算） 483,462

支給職員１人当たり平均支給年額（平成23年度決算） 1,047,948

市内全域 12.0% 全職員 12.0%

90.0

手当の名称 支給対象職員 支給対象業務

手当の種類（手当数） 9

医師が宿日直の診療業務に従事したとき 勤務1回につき　　 14,000円以内

病院収入調停額に100分の94を乗じて得た
額の100分の3以内に相当する額を原資とし
て、給料額等に応じて支給

1回につき　　　3,000円

研究図書等購入のため支給

医師が緊急医療業務に従事したとき

総長、病院長、副院長、診療局長、理事 70,000円
主任部長、部長 60,000円
副部長、医長 50,000円　医員 40,000円

医師

緊急勤務手当

看護師、薬剤師

1回　 450円深夜勤務従事手当

所定の勤務時間として、午後10
時から翌日の午前5時までの間
（深夜という。）に勤務するこ
とと定められている職員

所定の勤務時間として深夜の一部又は全部
を含む勤務に従事したとき

医師診療手当

369千円

支給実績（平成23年度決算） 157,794千円

414千円

支給実績（平成22年度決算） 144,418千円

中央検査部、臨床病理部、放射
線科に所属する職員（医師を除
く）

所定の勤務時間による勤務の一部又は全部
が深夜において行われる看護等の業務に従
事したとき

細菌、放射線等の取扱による危険業務に従
事したとき

日額　　150円危険手当

3,300円　ただし、深夜における勤務時間が2時間以
上4時間未満の場合にあっては2,900円、2時間未満
の場合にあっては2,000円とする

研究手当

主任技術者等手当
法律の規定により任命された主
任技術者

左記職員に対する支給単価

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成23年度）

医
療
業
務
特
別
勤
務
手
当

宿日直診療手当

夜間看護等手当

医師

医師



カ　その他の手当（平成24年4月1日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

一 般 行
政 職 の
制度との
異　  同 （平成23年度決算） （平成23年度決算）

318,438

46,310

17,684

同じ

住居手当
○借家の場合
　　家賃の額に応じて27,000円を限度に支給
　※平成26年3月31日まで経過措置あり

管理職手当

○総　長  104,000円
○病院長　100,000円
○副院長、総括理事　 93,000円
○局長　　 83,000円
○理　事　 71,000円
○部次長　 69,000円
○室長級　 66,000円
○課長級　 60,000円
○副部長　 52,000円
○課長代理級　47,000円（平成24年1月～）

異なる

扶養手当

○配偶者　　　　　      　               13,000円
○配偶者以外の扶養親族それぞれ          　 6,500円
○配偶者がない場合の扶養親族のうち１人　  11,000円
○１６～２２歳の子に加算　              　5,000円

69,843

44,802 481,741

同じ

同じ 22,280

50,950

198,755

61,190

夜間勤務手当

○所定の勤務時間として、又は所定の勤務時間外
　において、午後10時から午前5時までの間に勤務
　する職員に対して、1時間につき、勤務1時間当
　たりの給与額の25/100を支給

異なる

○正規の勤務時間とし
て、午後10時から午前
５時までの間に勤務す
る職員に対して、勤務1
時間につき、勤務1時間
当たりの給与額の
25/100を支給

37,391 138,485

休日勤務手当 ○祝日、年末年始の休日に勤務したときに支給 同じ

174,715○１回につき5,100円 同じ 　 21,490宿日直手当

○電車などの交通機関を利用する場合
　　６箇月定期券額を年２回支給
○乗用車などを使用する場合
　　通勤距離に応じて月額24,500円を限度に支給
　※支給額の上限は月額55,000円

手　当　名

通勤手当

内容及び支給単価
一般行政職の制度
と異なる内容

支給実績
支給職員１人
当たり

平均支給年額


